
１　調査目的

２　調査期間

３　対象とした災害

（１）令和元年房総半島台風（台風１５号） 【９月９日～】

（２）令和元年東日本台風（台風１９号） 【１０月１２日～】

（３）１０月２５日大雨 【１０月２５日～】

４　調査対象者

５　調査方法

６　回答状況

（１）配布数　１，８３４人

（２）回答数　１，２６９人

　　　回答率　６９．２％

　本市では、令和元年９月９日から令和元年１０月２５日までの間に発生した台風等の一連の災害

による課題・教訓を整理し、今後の災害対策に活かすため、災害現場等で指揮を執って活動した皆

様を対象としたアンケート調査を実施した。

台風などの災害に関する市民アンケート報告書

　郵送による

　令和２年２月１日から２月２１日まで

（１）千葉市町内自治会長

（２）自主防災組織の代表者

（３）避難所運営委員長

（４）千葉市消防団（分団長、部長）
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１　回答状況（ｎ＝１，２６９人）

問１　災害への備えはしましたか。（複数回答可）

　※　上段：台風１５号、中段：台風１９号、下段：１０月２５日大雨

問２　台風などでどのような被害にあわれましたか。（複数回答可）

被害なし

停電

断水

通信障害

日用品が買えない

浸水

土砂災害

住宅被害（暴風）

その他

無回答

調査結果

541
647

566
飲料水・食料の確保

253
322

259

ガソリンの確保

604
728

675

停電対策

240
464

300

暴風対策

82
64

50

浸水対策

236
258
255

その他

366
224

271

していない

18

355

594

54

80

112

250

184

588

286
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問３　台風などのとき千葉市にはどのような対策をしてほしいですか。（複数回答可）

特になし

発電機

ランタン・ライト

給水

食料の配布

情報の早期発信

施設の開放（エアコン）

お風呂の無料開放

移動販売

土のう配布

ブルーシート配布

財政支援

心のケア

その他

無回答

問４　組織内の把握した被害を市役所などに連絡したことはありますか。

33

149

155

511

495

199

248

416

436

863

479

631

234

456

50

ある, 329

ない, 918

無回答, 22
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問５　千葉市からの災害情報はどのように知りましたか。（複数回答可）

防災行政無線

市政だより臨時号

市ホームページ

安全・安心メール

広報車

SNS（市長ツイッター）

市以外のホームページ

テレビやラジオ

近所の人や知人

SNS（市以外）

防災アプリ

その他

無回答

問６　この度の災害の際に、どのような活動を実施しましたか。（複数回答可）

防災情報の収集・伝達

負傷者の救出・救護

避難誘導

給水・物資配布

避難所開設・運営

倒木処理

ブルシート張り

その他

活動していない

未回答

50

98

157

39

368

863

41

72

43

320

268

213

113

53

398

166

85

446

96

63

39

6

498
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迅速かつ正確な情報発信（無線が聞こえない含む）

避難所開設や環境向上（備蓄含む）

停電対策の強化（倒木対策含む）

地域における活動の強化（補助金拡充含む）

浸水・土砂災害対策の強化

防災意識の向上

家屋の修繕や日用品・給水などの支援

対応が遅い（早期の対応を）

要配慮者対策の強化

地域活動へのアドバイス

［主な意見］

問７　災害を経験して思ったことや千葉市へ望むことなど、何かご意見がありましたら、

　　ご記入ください。（自由記述）

　意見数　７９３件

公助に関するこ

と

72%

共助に関すること

18%

自助に関すること

6%

その他

4%

17人

18人

30人

33人

39人

41人

64人

90人

103人

254人

5



２　回答の分析

（１）災害への備え

・特に台風１５号で被害の大きかった暴風への対策は５５％増加した。

（２）台風などでの被害と千葉市に望む対策

・問１では、台風１５号から１９号にかけて、対策を行った人が増加した（増加率は８％～

５５％）。

・対策を行った人が増加した理由は、台風１５号を経験して市民の防災意識が向上したこと

に加え、市や各種メディア等で台風１９号に係る防災への呼びかけを繰り返し行ったことな

どが考えられる。

・また、台風１９号から１０月２５日大雨にかけて、浸水対策を除いて対策を行った人が減

少した（減少率は１６％～４８％。浸水対策は２８％増加）。

・対策を行った人が減少した理由は、１０月２５日大雨の際には、千葉市が台風の経路から

外れていたことが考えられるが、それでも大雨の予報を受けて浸水対策を行った人が増加し

ていることから、市民の防災意識は保たれていたと考えられる。

・問２では、１，２６９人中５９４人が暴風による住家被害、５８８人が停電の被害を受け

た。

・一方、問７（自由記述）では、自助として防災意識の向上を図る必要があるとの意見が寄

せられており（３９人）、今後は自助を促進するような対策の強化を検討する必要がある。

・次いで被害の多い順に通信被害（２５０人）、断水（１８４人）、日用品が買えない

（１１２人）、浸水（８０人）、土砂災害（５４人）となった。

・被害なしと回答した人は全体の２３％で、７７％の人が被害にあったことになり、台風な

どの被害は市の広範囲に及んでいたことがわかる。

・一方、問３では、千葉市に望む対策として、情報の早期発信が８６３人で最も多く、全体

の約７割に及んだ。

・次いで多い順に給水（６３１人）、財政支援（５１１人）、ブルーシート配布（４９５

人）、食料の配布（４７９人）となった。

・今回の災害では、停電情報の早期発信が課題となったことや、暴風により多くの住家被害

が発生したことから、情報の早期発信や財政支援が回答の上位となった一方で、給水や飲料

水などの命に係わる支援を求める声も多く、今後も被害状況や市民のニーズを踏まえたきめ

細やかな対策が必要である。

・また、問７（自由記述）でも、迅速かつ正確な情報発信を求める意見が最も多かったこと

から（２５４人）、市民一人一人に正しい情報を速やかに発信していくことを最優先課題と

してとらえる必要がある。
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（３）地域における活動

（４）災害情報の入手方法

・問５では、８６３人（６８％）がテレビやラジオにおり災害情報を入手してる。

・地域における活動で最も多かったことは、防災情報の収集・伝達で４９８人（３９％）と

なっており、今後は地域との更なる連携強化により、早期の情報収集・発信に努める必要が

ある。

・次いで多い順に近所の人や知人３６８人（２９％）、安全・安心メール３２０人

（２５％〉、市ホームページ２６８人（２１％）、市政だより臨時号２１３人（１７％）と

なっている。

・防災行政無線で災害情報を入手した人は１１３人で１割にも満たなかった。

・また、問７（自由記述）では、地域における活動の強化を求める意見が多かったことから

（６４人）、町内自治会、自主防災組織、避難所運営委員会、消防団などに対して、補助金

の拡充や活動へのアドバイスなどを通じて活動の強化を図る必要がある。

・今後は災害情報の発信において、地域との連携強化を図るとともに、安全・安心メールの

登録促進、市政だより臨時号の発行などさまざまな手段で情報発信の強化に努める必要があ

る。

・問４では、組織内で把握した被害を市に連絡したことがある人は３２９人（２６％）に留

まった。

・一方で、問６では、今回の災害で地域における活動を行っていない人は３９８人

（３１％）で、約７割の人が何らかの活動を行っていた。
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３　地域防災計画への反映

（１）災害への備え

（２）台風などでの被害と千葉市に望む対策

・停電対策の強化について、「長期大規模停電対策計画」を新設。

（３）地域における活動

（４）災害情報の入手方法

・市民が市から出される災害情報の入手手段を事前確認するように記載。

４　まとめ

　今回のアンケートにより、地域の皆様が昨年の災害を通じてどのような活動をしていたのか、ま

た、それを振り返って今後の対策にどのように活かしていくべきと考えているのかについて理解を

深めることができた。

　本市では、アンケート結果を踏まえ、地域防災計画への反映を行うととともに、「災害に強いま

ちづくり政策パッケージ」に基づき各種事業を着実に進めていくほか、情報発信による市民自らの

自助、共助への支援の強化や、昨年の災害対応を反映したマニュアルの整備などにより、更なる防

災対策の強化を進め、「災害に強いモデル都市」を目指していく。

・通信として衛星電話を追加するとともに、防災情報を一元的に管理する総合防災情報シス

テムの整備を進めることについて記載。

　アンケートにおける回答や意見を踏まえ、令和２年３月に次のとおり地域防災計画への反映を

行った。

・町内自治会、自主防災組織、民生委員、避難所運営委員会などと連携して、情報伝達・共

有を行うことの検討について記載。

・市職員によるプッシュ型ローラー調査により、個別の停電状況を把握するとともに、被災

者への物資の供給を実施することを記載。

・自助による災害の備えの強化として、停電により生じ得る危険を周知するとともに、備蓄

の確保等について記載。

・給水、入浴、住宅提供や市有施設の開放などについて支援することについて記載。

・市政だよりなどにより、被災者支援制度の周知を図ることについて記載。

・電力事業者は市災害対策本部に連絡調整員を派遣して停電情報等の提供を行うとともに、

停電の復旧時期について、可能な限り正確に見極め、公表するように努めることについて記

載。

・住宅の応急復旧に必要なブルーシートなどの資機材を計画的に市で備蓄することについて

記載。

8


